


































































































































































































































'. 捜調査は正当な 利行使であり、鯨肉処理は義 捕獲された個体の鯨肉を売るのは、捕種調査の趣
務の履行。 旨に反する.
サンク ICRWの付表改正条件を充たさず違法。
十分Cはの環な実境書行数保の票護蓄で軍積採視で択に、され正当。チュアリ 科学的根拠を欠く (SCでの合意なし)。 IWCO) ~ffO)ä."t'. ICRWの目的や科学的解釈方










































とだろう o これは、 IWCの捕鯨推進国の基本的な立場であるo IWCにとどまり、 IWC内外の多
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様な現実的手法により、 IWCの実行を保全主義的な方向に導くアプロ}チである。つまり、
RMPなど科学的に適切な管理方式による捕鯨に向けた合意の途を探ることであるo 他方で、
IWCを離脱するのは、非現実的だろう。アイスランドの経験が物語るように、現状では捕鯨国
間の足並みはそろわず、 IWCに代わる国際管理機関を創るのは難しいため、国連海洋法条約上
の問題が生るからである。
そこで、 IWC内外の現実的な多様な手法とは何か。たとえば、条約上の正当な権利に基づく
活動として、ノルウェーの商業捕鯨や日本の適正規模・態様での捕獲調査、持続可能な捕鯨支持
国のIWCへの新規加盟の促進などがある。また、 NAMMCOの実践や、日本が進めている近隣諸
国や捕鯨推進国を含む持続可能な漁業支持国との協力関係の推進も、長期的にはプラスとなるだ
ろう。そして、進行中のIWCでの対話を、双方の立場の政治的な妥協を念頭におきつつ進める
ことが有効だろう。この対話のプロセスは、過去の経緯からも予断を許さないが、長い道のりの
1つの突破口として、その成果に期待したい。
おわりに
捕鯨問題は、海洋生物資源の国際管理というより広い文脈で、大きな意味をもっている。科学
的不確実性含めた科学的知見への対処と制度設計、さらにはそれをめぐる政治交渉のあり方如何
で、持続可能な漁業全体の行く末は危うくなるおそれがあるo その結果として、海洋生物資源の
国際管理制度はその正当性と実効性を喪失しかねないことを、捕鯨問題は如実に物語っている。
したがって、法的枠組を前提に科学と政治の要因を真正面から捉えた上で、より広い文脈のなか
で捕鯨問題を捉え、政策論を展開していく必要があるだろう。
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